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勢

情　

勢

情
勢
、２
０
１
１
・
２
０
１
２
年
度
総
括
、

２
０
１
３
・
２
０
１
４
年
度
方
針

議案

第
51
回
定
期
総
会

第
49
回
通
常
評
議
員
会

１
、
歯
科
医
療
を
取
り
巻

く
情
勢

　

歯
科
医
院
を
取
り
巻
く
状
況
は
年
々
厳
し
さ
を
増

し
て
い
る
。
協
会
の
「
２
０
１
２
年
会
員
意
見
調

査
」（
２
０
１
３
年
２
月
実
施
）
か
ら
歯
科
医
院
の

医
業
所
得
（
総
収
入
―
経
費
）
を
見
る
と
、
最
も
低

い
区
分
と
な
る
「
４
０
０
万
円
未
満
」
が
２
年
前
の

調
査
（
２
０
１
０
年
調
査
）
よ
り
４
・
４
ポ
イ
ン
ト

も
増
え
、
19
・
６
％
と
、
も
っ
と
も
多
く
な
っ
て
い

る
。
次
に
低
い
区
分
で
あ
る
「（
４
０
１
万
円
）〜
６

０
０
万
円
」
も
14
・
０
％
と
な
っ
た
。
年
間
の
医
業

所
得
が
６
０
０
万
円
ま
で
の
歯
科
医
師
が
３
割
を
超

え
て
い
る
。

　

一
方
、
自
費
収
入
は
「
２
０
０
万
円
未
満
」
の
区

分
が
49
・
７
％
と
半
数
近
く
を
占
め
、「（
２
０
１
万

円
）〜
４
０
０
万
円
」
の
区
分
が
13
・
３
％
で
、
４

（
１
）
厳
し
さ
増
す
歯
科
医
院
経
営

０
０
万
円
未
満
が
６
割
を
占
め
て
い
る
。

　

ま
た
、
東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
に
対
し
て
窓
口

負
担
が
免
除
さ
れ
た
こ
と
で
患
者
が
増
え
て
い
る
。

宮
城
県
保
険
医
協
会
が
２
０
１
２
年
４
月
に
歯
科
会

員
に
実
施
し
た
ア
ン
ケ
ー
ト
に
よ
る
と
、
震
災
後
に

患
者
が
「
少
し
増
え
た
」
49
％
、「
大
幅
に
増
え

た
」
13
％
。
自
己
負
担
免
除
患
者
の
治
療
で
は
、
義

歯
の
新
製
、
歯
冠
修
復
、
重
度
の
む
し
歯
、
歯
周
病

が
多
か
っ
た
。「
免
除
に
な
っ
た
の
で
そ
れ
ま
で
我

慢
し
て
い
た
治
療
が
で
き
た
と
思
わ
れ
る
患
者
が
い

る
」
は
76
％
。
実
際
に
「
治
療
を
拒
否
し
続
け
て
い

た
患
者
が
こ
の
際
し
っ
か
り
治
療
し
た
い
と
来
院
」

「
合
わ
な
い
入
れ
歯
を
我
慢
し
て
使
っ
て
い
た
人
が

多
い
」
な
ど
の
具
体
例
が
報
告
さ
れ
て
い
る
。

　

保
険
診
療
の
正
当
な
評
価
、
患
者
負
担
の
軽
減
な

く
し
て
経
営
の
安
定
は
図
れ
な
い
こ
と
が
明
ら
か
に

な
っ
て
い
る
。

（
２
）
政
府
の
低
歯
科
医
療
費
政
策

　

２
０
１
２
年
４
月
の
歯
科
診
療
報
酬
改
定
は
１
・

７
％
（
医
科
は
１
・
４
％
）
で
、
２
０
１
０
年
改
定

に
引
き
続
き
プ
ラ
ス
改
定
と
な
っ
た
。
こ
の
背
景
に

は
、
自
公
政
権
に
よ
る
毎
年
２
２
０
０
億
円
も
の
社

会
保
障
費
削
減
が
国
民
的
な
反
発
を
招
き
、
政
権
交

代
を
生
み
出
す
要
因
に
な
っ
た
こ
と
へ
の
配
慮
が
あ

る
。

　

ま
た
、
震
災
直
後
、
医
療
界
の
一
部
に
現
れ
た

「
２
０
１
２
年
の
診
療
報
酬
・
介
護
報
酬
改
定
の
見

送
り
論
」
を
克
服
し
て
運
動
を
進
め
た
成
果
で
も
あ

っ
た
。
特
に
歯
科
分
野
で
は
、「
数
十
年
に
わ
た
り

据
え
置
か
れ
て
き
た
歯
科
の
技
術
料
問
題
」
と
し

て
、
国
会
で
取
り
上
げ
ら
れ
て
以
降
、
継
続
的
に
働

き
か
け
た
こ
と
が
プ
ラ
ス
改
定
に
結
実
し
た
。

　

し
か
し
、
基
礎
的
技
術
料
の
抜
本
的
な
改
善
に
は

程
遠
く
、
新
設
さ
れ
た
項
目
も
ハ
ー
ド
ル
が
高
い
病

診
連
携
を
前
提
と
す
る
も
の
な
ど
、
国
民
の
歯
科
の

ニ
ー
ズ
が
保
険
で
実
現
で
き
な
い
ま
ま
放
置
さ
れ
て

い
る
。

　

ま
た
、
金
パ
ラ
の
価
格
は
投
機
に
よ
っ
て
乱
高
下

す
る
た
め
、
逆
ザ
ヤ
が
医
院
経
営
を
圧
迫
す
る
要
因

に
な
っ
て
い
る
。
２
０
１
３
年
４
月
時
点
で
告
示
さ

れ
て
い
る
材
料
価
格
は
１
グ
ラ
ム
あ
た
り
１
０
５
２

円
で
、
市
場
価
格
と
比
べ
１
３
８
円
の
逆
ザ
ヤ
と
な

っ
て
い
る
（
協
同
組
合
調
べ
）。

（
３
）
経
済
的
理
由
で
受
診
中
断
、

半
数
の
歯
科
医
療
機
関
が
経
験

　

協
会
の
２
０
１
２
年
会
員
意
見
調
査
で
は
「
昨
年

１
年
間
で
経
済
的
理
由
に
よ
る
と
思
わ
れ
る
治
療
中

断
」
が
「
あ
っ
た
」
と
の
回
答
が
76
・
４
％
に
の
ぼ

っ
た
。

　

保
団
連
が
２
０
１
２
年
９
月
に
実
施
し
た
会
員
意

見
調
査
で
も
、「
あ
っ
た
」
と
の
回
答
は
歯
科
で
64

・
０
％
と
医
科
の
49
・
６
％
を
大
き
く
上
回
っ
て
い

る
。
ま
た
、「
昨
年
１
年
間
患
者
さ
ん
か
ら
経
済
的

理
由
の
た
め
に
検
査
や
治
療
、
投
薬
を
断
ら
れ
た
こ

と
が
あ
る
か
」
に
つ
い
て
、「
あ
っ
た
」
が
医
科
60

・
３
％
、
歯
科
51
・
７
％
と
５
割
を
超
え
て
い
る
。

（
４
）
存
続
が
危
な
い
国
内
歯
科
技

工

　

補
綴
や
有
床
義
歯
に
対
し
診
療
報
酬
の
評
価
が
抑

制
さ
れ
る
中
、
歯
科
医
院
と
と
も
に
歯
科
技
工
所
の

経
営
も
悪
化
し
て
い
る
。

　

歯
科
医
院
の
中
に
は
、
経
費
削
減
の
た
め
に
安
い

海
外
技
工
に
活
路
を
求
め
る
動
き
が
あ
る
。
し
か

し
、
海
外
技
工
物
は
、
医
薬
品
と
し
て
扱
わ
れ
ず
、

い
わ
ば
雑
貨
物
扱
い
で
輸
入
さ
れ
、
品
質
や
安
全
性

が
チ
ェ
ッ
ク
さ
れ
な
い
。
ま
た
、
厚
労
省
は
、
海
外

技
工
物
の
使
用
に
関
す
る
す
べ
て
の
責
任
を
歯
科
医

師
に
ゆ
だ
ね
る
立
場
で
、
国
と
し
て
の
チ
ェ
ッ
ク
体

制
を
怠
っ
て
い
る
。
国
外
で
作
製
さ
れ
た
補
綴
物
の

ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ（
流
通
経
路
の
追
跡
）
が
確
保

さ
れ
れ
ば
「
安
全
で
あ
る
」
と
い
う
も
の
で
は
な

い
。

　

海
外
技
工
を
め
ぐ
る
訴
訟
で
は
、「
歯
科
技
工
士

法
は
公
衆
衛
生
の
保
持
が
目
的
で
、
個
々
の
技
工
士

に
業
務
を
独
占
的
に
行
う
利
益
を
保
障
し
た
と
は
い

え
な
い
」
と
判
示
さ
れ
る
な
ど
、
身
分
保
障
や
存
立

基
盤
そ
の
も
の
が
問
わ
れ
て
い
る
。

　

ま
た
、
日
本
歯
科
技
工
士
会
の
調
べ
で
は
、
技
工

士
学
校
の
卒
後
３
年
以
内
に
75
％
が
離
職
し
て
い

る
。
就
業
し
て
い
る
技
工
士
の
年
齢
構
成
は
、
50
歳

以
上
が
４
割
を
占
め
高
齢
化
が
進
ん
で
い
る
。
加
え

て
、
厚
労
省
は
歯
科
技
工
士
法
施
行
規
則
の
一
部
を

改
正
し
た
が
、
歯
科
技
工
の
正
当
な
評
価
・
引
き
上

げ
な
し
に
、
実
態
に
合
わ
な
い
構
造
設
備
基
準
の
押

し
付
け
で
、
多
く
の
零
細
技
工
所
を
廃
業
に
追
い
込

む
恐
れ
が
あ
る
。
日
本
の
歯
科
技
工
そ
の
も
の
が
衰

退
し
、
歯
科
医
療
を
国
内
で
完
結
す
る
体
制
の
継
続

が
い
っ
そ
う
困
難
に
な
っ
て
い
る
。

　

保
団
連
の
試
算
で
は
、
歯
科
医
療
機
関
と
技
工
所

と
が
共
存
で
き
、
大
臣
告
示
な
み
の
配
分
が
可
能
に

な
る
技
工
技
術
料
の
適
正
評
価
の
た
め
に
は
、
約
１

２
０
０
億
円
（
国
庫
負
担
は
年
間
約
３
０
０
億
円
）

の
増
額
が
必
要
だ
と
し
て
い
る
。

（
５
）
長
期
の
安
定
就
労
が
困
難
な

歯
科
衛
生
士

　

歯
科
衛
生
士
は
、
資
格
登
録
者
数
の
４
割
近
く
し

か
就
労
し
て
お
ら
ず
（
２
０
１
１
年
３
月
末
現
在
：

登
録
者
23
万
４
７
１
９
人
、
２
０
１
０
年
度
：
就
労

者
数
10
万
３
１
８
０
人
）、
輩
出
さ
れ
た
マ
ン
パ
ワ

ー
が
生
か
さ
れ
て
い
な
い
。

　

そ
の
背
景
に
は
、
歯
科
衛
生
士
の
独
立
し
た
診
療

報
酬
上
の
行
為
が
歯
科
衛
生
実
地
指
導
料
や
訪
問
歯

科
衛
生
指
導
料
な
ど
に
限
定
さ
れ
、
報
酬
も
低
く
抑

え
ら
れ
て
い
る
た
め
に
、
長
期
に
安
定
し
て
就
労
で

き
る
場
が
確
保
で
き
な
い
こ
と
に
あ
る
。
協
会
の
会

員
意
見
調
査
で
は
常
勤
の
歯
科
衛
生
士
を
雇
用
し
て

い
る
医
院
は
53
・
１
％
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。

　

一
方
、
歯
科
衛
生
士
の
配
置
を
施
設
基
準
に
す
る

歯
科
診
療
報
酬
の
算
定
項
目
が
増
え
、
療
養
病
床
や

介
護
保
険
施
設
に
お
け
る
口
腔
ケ
ア
の
必
要
性
な
ど

医
科
か
ら
の
需
要
が
高
ま
っ
て
い
る
が
、
歯
科
衛
生

士
の
志
願
者
は
減
少
し
、
定
員
割
れ
や
廃
校
す
る
歯

科
衛
生
士
学
校
が
増
え
て
い
る
。《

６
面
に
つ
づ
く
》
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1998年
医師・歯科医師・薬剤師調査、衛生行政報告より

2000年 2002年 2004年 2006年 2008年 2010年

37,244 36,765 35,668 35,147 35,337 35,413
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衛生行政報告より
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2004年度 2006年度 2008年度 2010年度

～600万円
14.0%
～600万円
14.0%

～800万円
10.6%
～800万円
10.6%

～1000万円
12.8%

～1000万円
12.8%

～1200万円
10.6%

～1200万円
10.6%

～1400万円
6.7%

～1400万円
6.7%

～1600万円
4.5%

～1600万円
4.5%

～1800万円
5.6%

～1800万円
5.6%

～2000万円
6.1%

～2000万円
6.1%

2000万円超
9.5%

2000万円超
9.5%

400万円未満
19.6％

400万円未満
19.6％

2011年度の医業所得はいくらでしたか
（医業総収入から経費を引いた残り、医療法人理事長は理事長報酬額）

～400万円
13.3%
～400万円
13.3%

～600万円
8.3%

～600万円
8.3%

～1000万円
9.4%

～1000万円
9.4%

～800万円
3.3%

～800万円
3.3%

2000万円超
7.7%

2000万円超
7.7%

～2000万円
4.4%

～2000万円
4.4%

～1500万円
3.9%

～1500万円
3.9%

200万円未満
49.7%

200万円未満
49.7%

自費収入はいくらでしたか（11年度）


